
第１回
「第２のふるさとづくりプロジェクト」

に関する有識者会議

令和3年10月27日(水)

観光庁説明資料



第２のふるさとづくりプロジェクトの概要について

鉄道運賃＋宿泊サブスクプラン

日本初の観光型MaaS「Izuko」

古民家活用による魅力的な滞在環境提供

港町の個性的な空き家群を面的に再生

○古民家を活用し、宿泊、飲食等を通じて限界集落を再生
○マルシェ等により新たな交流を創出し、魅力的な生業・
居住環境等を提供

（兵庫県丹波篠山市）
お手伝い型なりわい観光コンテンツ提供

人材不足に悩むワカメ漁 ⇔ 社会貢献をしたい都市部人材
○ＪＲ西日本と㈱KabuK Styleが提携
○交通運賃割引・宿泊施設のサブスクにより、新たなライフ
スタイルを推進する実証事業を実施

○伊豆の旅行において、鉄道、バスのほか、デマンドタクシー、
レンタカー、自転車等目的地までの最適ルート検索、予約・
決済が可能なシステム

○地域に多数存在していて問題になっている空き家を
改築し、地域の生活感ある新しい宿泊の受け皿を
用意し、柔軟な滞在環境を提供

（広島県尾道市）

（三重県鳥羽市）

○ インバウンドが本格的に回復するまでには時間がかかるため、国内観光需要の掘り起こしが必要。
○ コロナの影響により、密を避け、自然環境に触れる旅へのニーズが増加。また大都市にはふるさとを持たない
若者が増え、田舎にあこがれを持って関わりを求める動きも存在。
○ こうした新しい動きも踏まえ、コロナの影響により働き方や住まい方が流動化している今、
① いわば「第２のふるさと」を作り、「何度も地域に通う旅、帰る旅」という新たなスタイルを推進・定着させ、
② 地域が一体となって「稼げる地域」とし、地域活性化を図りたい。
なお、こうした取り組みは、二地域・多地域居住や移住の推進にも大いに寄与するものと考えられる。

地域の課題解決に参画するコンテンツ提供

体験にとどまらず、「第２のふるさと」化

①滞在コンテンツ ②滞在環境 ③移動の足の確保

（山梨県北杜市）

○多世代が集う社員研修の中で、地方部でコメ作りに参画
○荒地の整備から田植え、収穫までを経験。

地域の課題解決参画により、「第２のふるさと」化 2



「第２のふるさとづくりプロジェクト」有識者会議

＜委員＞ ※五十音順 敬称略

井口 智裕 （一社）雪国観光圏代表理事

沢登 次彦 （株）リクルート じゃらんリサーチセンター センター長

中村 朋広 クラブツーリズム（株） 取締役テーマ旅行本部副本部長

深谷 信介 ノートルダム清心女子大学教授、名古屋大学未来社会創造機構特任教授

三輪 美恵 東日本旅客鉄道（株） 執行役員 事業創造本部 部長

矢ケ崎 紀子 東京女子大学現代教養学部国際社会学科教授

※交流審、国政局など省内関係局、関係省庁のオブザーバー参加を念頭。

有識者や関係者からヒアリングを行い、プロジェクト推進のために解決すべき課題や

その方法等を議論。年内に中間とりまとめをめざす。

第２のふるさとづくりプロジェクト有識者会議について
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ＰＴ長 大野 観光地域振興部長
副ＰＴ長 片山 観光戦略課長

星 観光資源課長

第2のふるさとづくりプロジェクトＰＴ（観光庁内）

＜統括チーム＞

【観光戦略課】

【観光資源課】

【観光地域振興課】

【外客受入参事官室】

【旅行振興室】

＜各ＷＧ＞ 観光庁若手中堅職員（民間企業、自治体からの出向者含む）

○マーケティング・コンテンツＷＧ ○滞在拠点ＷＧ
○地域の足ＷＧ ○情報発信ＷＧ

第２のふるさとづくりプロジェクト庁内検討体制について

○ 観光庁内でも観光地域振興部長をＰＴ長とする検討体制を構築し、議論を進める。

○ 観光庁の若手中堅職員（民間企業、自治体からの出向者を含む）もＰＴに参画（※）
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※ ①先進事例の事例収集、②先進事例・有識者のヒアリング（すでに10数回を実施）、③仮説構築について、民間企業、自治体等出向元の経験からの視点、

個人的視点（若手中堅として、一旅行者として 等）を活かして参画。



国内旅行の現状と新たな市場創出の可能性

〇 近年、一人当たりの宿泊旅行は平均年２．５回（５．５泊）、日帰り旅行は年２回程度で推移。
〇 休日の幹線移動における「旅行」は全体の３～４割にとどまる一方で、その外数として「知人・
親族訪問（私用・帰省） 」が約３割存在する。なお、この「知人・親族訪問」は、移動に伴う個人
消費額が大きいなどの特徴があるとされている。

〇 この「知人・親族訪問」に近い感覚の旅（「何度も地域に通う旅、帰る旅」）の需要を刺激し、
旅行の潜在需要を創出、滞在頻度や滞在日数、個人消費の増加を実現することは、観光・交通
産業や地場産業に、新たな市場創出、平日・休日需要の平準化等の効果をもたらす可能性。

潜在市場を予測する際には、
世代や層（ペルソナ）に即し、
観光行動の傾向や阻害・促進
要因を把握・分析することが必
要か。

※「知人・親族訪問」について
は、災害時等でも落ち込み
が少ない傾向がある。

国土交通省 全国幹線旅客流動調査（２０１５）

※年1回以上の「旅行」を
しない層も約４割存在。

年齢層別の幹線旅客移動の状況
＜目的構成率（平日／休日別）＞

平日平日

休日

休日
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＜一人・日あたり頻度（平日／休日別）＞



「何度も地域に通う旅、帰る旅」の潜在需要

例えば、コロナ禍や新たな働き方・住まい方の普及を背景に、国内アッパー層・シニア層、Y世代（1980年
～1995年生）、Ｚ世代（1996年～2010年生）などを中心に、地域の自然、食、農業等に回帰する流れが加
速しているのではないか。

心身の解放、充足を感じる「何もない」があるところへ
古くから地域に引き継がれてきた「ホントのコト」があるところへ

○ 各層（旅行する層／しない層、年齢層、ペルソナ）の関心や特性は。どのような旅の提示（地域
体験のプロセス）が有効か。

○ 新たな需要が、どの程度の新規市場を創出するか。 ※来年度モデル実証に先立ち、調査・分析を予定。

どのような層が感度が高いか

どのような関心層（ペルソナ）が潜在需要を持つか。
需要を引き出すアプローチや旅のスタイル（地域体験のプロセス）は。

博報堂調査（2016年1月）では、移住意向者と観光意向者の価値観には、関連がある（共通する部分や
二面性がある部分がある）としている。

（例）

子育て中の女性は、「環境豊かな場で
の子女の教育」に高い関心（移住関心）
ある一方で、観光には「癒し、リフレッ
シュ」を求める傾向（観光関心）。

間口を広くし、段階的なアプローチ
をとることが有効か。

＜観光意向者の６つの価値観＞＜移住意向者の７つの価値観＞
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検討のアプローチ（案） －「何度も地域に通う旅、帰る旅」による交流・関係人口の更なる創出－

Step1 
地域を知る

Step２
地域を訪れる

Step３
何度も訪れる

Step４
地域に根付く

「何度も地域に通う旅、帰る旅」
（地域と自身をよく知り、感じる旅）

食、自然、農業、歴史、社会・文化、伝統産業・産品など地域資源に触れ、原体験や感動を
得つつ、自身の生きやすさ、心身の充足を実感できる旅（「何度も地域に通う旅、帰る旅」）
を提案。

地域参画の下、徹底した観光マーケティング（ファンマーケティングの手法などを活用した
CRM（カスタマー・リレーション・マネージメント）※）を展開。地域住民と観光客の双方が、
地域のコト／ヒト／モノを深く知り、関係性を深める体験等を通じ、再来訪理由・目的を創出。

これにより、地域への来訪の高頻度化、滞在期間の長期化、個人消費の増進等を加速。
二地域・多地域居住の推進にも寄与。

※ 地域資源の特定の側面に強い関心を持つ良質なリピート観光客の行動分析を実施。その分析に即して、更なる観光行動につながる（ファン心理を
刺激する）情報を発信。これにより、高頻度訪問と地域消費、滞在期間の伸長等を促進する手法のこと。

「旅するように暮らす」
（自分らしく、地域と暮らす）

（旅マエ） （旅ナカ） （旅アト）
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情報や都市からの解放、
ホントのコトを通じた
安心・くつろぎ

（地域資源の体験、雑談や食などを通
じた感性の発見）

心地よい場、帰属する場
として再訪

（共感や信頼関係の醸成、
機会の定期化）

共有された大義のため
役割を果たす

（運営支援、他の来場者のケア、場
の醸成感への陶酔）

自分事として
主導的機能を担う

（共通関心を持つグループの形成、
イベントの主体的開催等）

※ 坂倉杏介、保井俊之、白坂成功、前野隆司「『共同行為における自己実現の段階モデル』による『地域の居場所』の来場者の行動分析：東京都港区「芝の家」を事例に」（2012年）を参考に、
観光庁星作成。

生存／安全

愛／帰属

承認

自己実現

顧
客
体
験
の
深
化
、
自
己
実
現

○ 地域資源に触れ、地域との関係性や参画が段階的に深まる中で、顧客体験（CX）が深化。結果
自発的な来訪多頻度化や滞在長期化、地域での個人消費増加等を誘発する可能性があるか。

自己実現

地域（共同性）
への参画 根源的共同性 場の共同性 自覚された共同性 目的を持った共同性

観光、ワーケーション

ロイヤルカスタマー

関係人口

二地域・多地域居住人口

検討のアプローチ（案） －「何度も地域に通う旅、帰る旅」による交流・関係人口の更なる創出－

関係性や地域参画の深化

「観光客」が、「関係人口」や「多地域居住・二地域居住・移住層」に緩やかに移行するプロセス（仮説）
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（参考） 観光客の交流人口・関係人口化とは

「共同性」と「自己実現の段階」の定義

交流人口・関係人口化のプロセス（仮説）
（共同行為における自己実現の段階モデル）

※坂倉杏介、保井俊之、白坂成功、前野隆司「『共同行為における自己実現の段階モデル』による『地域の居場所』の来場者の行動分析：東京都港区「芝の家」を
事例に」（2012年）、『共同行為における自己実現の段階モデル」を用いた協創型地域づくり拠点の参加者の意識と行動変化の分析』（2015）による。

（第３の場における）コミュニティの創出・再生は、既往

研究から以下の段階的プロセスで生じるとされている。
地域における観光客の交流人口化・関係人口化につい
ても、同様のプロセスを経る可能性。
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（参考）働き方、住まい方の変化 -テレワークの原則化、地方への転出増加-

○ 民間大手企業では、就労・人事給与体系を、居住地と勤務地の分離を前提としたものに見直す
動きが急速に進んでいる。また、地方部への人の転出や移住関心の高まりが加速。

テレワークの原則化（居住地と勤務地の分離）

トヨタ自動車 テレワークを原則化。上司が認めれ
ば勤務地から離れた地域に住むこと
が可能に。出社の通勤費用は全額
支給。

NTT 転勤・単身赴任の廃止。全国に２６０
のサテライトオフィスを確保。

富士通 家族都合を条件に遠隔勤務を導入
（単身赴任解消）。

カルビー 原則在宅（単身赴任も解消）。本社
利用を、関係構築のための打合せ
などに限定

ルピシア 本社をニセコに移転。営業などテレ
ワーク原則化。

SHIFT 在宅勤務専門のエンジニアを全国で
採用。

1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12
2019年 3,74 4,05 40,5 15,6 4,79 3,43 1,62 3,39 3,09 2,55 2,15 1,55
2020年 3,14 4,52 41,9 7,04 -509 2,09 -2,1 -4,0 -3,0 -2,5 -3,6 -4,4
2021年 -1,3 -1,5 29,3 3,98 -177 -108 -2,7
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東京圏に在住する２０歳代の４割強が地方移住に関心。
東京圏就業者の約４割が地方との二地域居住や多拠点居住に関心。

東京都では、2020年７月から８カ月連続で転出が転入を超過。

出典：総務省「住民基本台帳人口移動報告」（日本人移動者）

出典：内閣府「第３回新型コロナウイルス感染症の影響下における生活意識・行動の変化に関する調査」（令和３年６月）

地方部への転出加速（東京都の転出入動向）

（各社発表等に基づき観光庁作成）

移住関心の高まり
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